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52.4%

57.4%

37.2%

52.8%

23.5%

79.8%

76.5%

63.0%

63.7%

61.6%

21.6%

担当教科等の指導法

に関する能力

主な担当教科等の

分野に関する知識と理解

児童生徒の学習改善につながる

児童生徒評価の利用

特別な支援を要する

児童生徒への指導方法

学級運営

多文化又は多言語環境

における指導方法

教員へのフィードバックが良い影響を与えた内容

（注１）「フィードバック」とは、教員の仕事に対する何らかの関与（例：授業観察、指導計画や児童生徒の成績に関する議論）に
基づいて行われ、教員の指導に関するコミュニケーションとして、広く定義する。非公式な話し合い、あるいは公的で組織的な
手法のいずれによっても行われる場合がある。

（注２）「学校運営チーム」とは、学校が適切に機能するため、学習指導、資源の活用、カリキュラム、評価に関する意思決定や、その他
の戦略的意思決定を主導・運営することについて責任を有する学校内の集団を指す。チームは、典型的には、校長、副校長・
教頭、主任等（分掌や教科の長）により構成される。日本の法令上の学校運営協議会や学校評議員、学校法人の理事会や評議
員会は、この「学校運営チーム」には当たらない。

（注３）「外部の個人又は機関」とは、例えば、文部科学省の関係者、地方自治体の関係者、教育委員会の関係者、その他の学校教職
員以外の者を指す。

OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）2018報告書 vol.2 のポイント

日本の中学校教員については、「学校運営チームメンバー以外の校内の同僚」からフィードバック
（注１）を受ける割合が参加国平均と比べて高い。

日本の小中学校教員は、フィードバックにより、「担当教科等の指導法に関する能力」や「主な担当
教科等の分野に関する知識と理解」に良い影響を受けている。

教員が日頃から共に学び合い、指導改善につなげている。

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）
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校長又は校長以外の

学校運営チームメンバー

学校運営チームメンバー

以外の校内の同僚

外部の個人又は機関

受けたことがない

教員へのフィードバックの供給源

（注２）

（注３）

＜TALIS2018について＞

・OECD（経済協力開発機構）の国際教員指導環境調査（TALIS）は、教員及び校長を対象に、2008年
から5年ごとに、教員及び校長の勤務環境や学校の学習環境に焦点を当てて実施。次回調査は
2024年に実施予定。
・日本は第2回から参加し、小学校は第3回が初参加。2018年調査は、同年2月中旬～3月中旬に実施。
・TALIS2018の結果については、2019年6月及び2020年3月（今回）の2回に分けて、OECDより公表。
・なお、参加国が少ないことから、小学校の参加国平均の値は示されていない。

＜日本の結果について＞

結果概要

文部科学省・国立教育政策研究所
令和2年3月23日
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事務的な業務が多すぎること

保護者の懸念に対処すること

児童生徒の学力に対して

責任を負っていること

国、地方自治体からの要求

の変化に対応すること

学級の規律を保つこと

採点業務が多すぎること

多大な授業準備があること

特別な支援を要する児童生徒

のために授業を適応させること

授業の数が多すぎること

教員の欠勤による追加的な

業務があること

児童生徒に脅されたり児童生徒

から暴言を受けたりすること

教員のストレス

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）
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43.0%
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44.0%
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26.8%

29.8%

35.1%

7.6%

58.7%

46.3%

50.9%

42.5%

45.1%

51.2%

42.2%

14.8%

5.4%

児童生徒の学力に対して

責任を負っていること

保護者の懸念に対処すること

事務的な業務が多すぎること

学校の規律を保つこと

国、地方自治体からの要求

の変化に対応すること

特別な支援を要する児童生徒の

環境を整えること

教員の評価やフィードバック

などの業務が多すぎること

教職員の欠勤による追加的な

業務があること

児童生徒に脅されたり児童生徒

から暴言を受けたりすること

校長のストレス

日本の中学校教員は、「事務的な業務が多すぎること」、次に「保護者の懸念に対処すること」に
ついてのストレスが高い。

 「採点業務が多すぎること」 「多大な授業準備があること」等は参加国平均と比べて特に低い。
日本の小中学校校長は、「児童生徒の学力に対して責任を負っていること」、次に「保護者の懸念
に対処すること」についてのストレスが高い。

２

教員は、事務的な業務や保護者の懸念への対処についてのストレスが高い。
校長は、児童生徒の学力への責任や保護者の懸念への対処についてのストレスが高い。



課題を踏まえた文部科学省の当面の取組

 学校における働き方改革を強力に推進
 教師が教師でなければできない業務に専念できるよう、学校や教師が担う業務の明確化・適正化
の周知・徹底。

 教職員定数の改善や外部人材の拡充など学校の指導・事務体制の効果的な強化・充実。
 学校向け調査の見直しや教員免許更新制度の実質化等の教員免許制度の見直し。
 研修の精選やＩＣＴを活用したオンライン研修の実施など、教員研修の効果的・効率的な実施の
促進。 等

 教職員の相談体制の整備
 教育委員会における法務相談体制の整備・充実。
 労働安全衛生法に基づく学校における労働安全衛生管理体制の整備について通知（平成31年

3月）。引き続き周知・徹底。
 精神疾患等の健康障害に関する相談窓口の整備について各教育委員会に通知（令和2年1月）。
引き続き周知・徹底。 等

＜調査概要・目的＞
・教員及び校長の勤務環境や学校の学習環境に焦点を当てた国際調査で、国際比較可能なデータ
を収集し、教育に関する分析や教育政策の検討に資する。
・2008年に第1回、2013年に第2回、2018年に第3回調査（今回）を実施。
・日本は第2回から参加し、小学校は今回が初参加。
・2018年実施の第3回調査については、2019年6月及び2020年3月の2回に分けて、OECDより結果
公表。
・次回調査は2024年に実施予定。

＜調査対象＞
・中学校（以下、中等教育学校前期課程及び義務教育学校後期課程を含む）及び小学校（以下、義務
教育学校前期課程を含む）の教員及び校長（日本）。
・国際ガイドラインに従って、1か国につき、前期中等教育段階200校、初等教育段階200校、
1校につき教員（非正規教員を含む）20名を抽出。
・前期中等教育段階は全48か国・地域が参加。初等教育段階は15か国・地域が参加。
・日本の参加状況：中学校：全国196校、小学校：全国197校、校長約400名、教員約6,900名が参加
・国公私の内訳（日本の参加校に所属する総教員数における割合）：

中学校：国公立校 約88％、私立校 約12％ 小学校：国公立校 約98％、私立校 約2％

＜調査時期＞ 2018年2月中旬～3月中旬（日本）

＜調査方法＞調査対象者が質問紙調査（教員用/校長用）に回答(所要各40～60分)

＜調査項目＞下線の項目等を今回新たに公表
◆学級の環境 ◆教員の仕事時間 ◆指導実践 ◆教員の自己効力感 ◆職能開発
◆教員へのフィードバック ◆教員・校長のストレス 等

＜参加国＞ OECD加盟国等48か国・地域 (前回は34か国・地域)
※下線の15か国・地域は初等教育（小学校）も参加
なお、参加国が少ないことから、初等教育（小学校）の参加国平均の値は示されていない
アルバータ（カナダ）、オーストラリア、オーストリア、ベルギー（フランドルもベルギーの一部として参加）、ブラジル、ブルガリア、
ブエノスアイレス（アルゼンチン）、チリ、コロンビア、クロアチア、キプロス、チェコ、デンマーク、イングランド（イギリス）、エストニア、フィンランド、
フランス、ジョージア、ハンガリー、アイスランド、イスラエル、イタリア、日本、カザフスタン、韓国、ラトビア、リトアニア、マルタ、メキシコ、オランダ、
ニュージーランド、ノルウェー、ポルトガル、ルーマニア、ロシア、サウジアラビア、上海（中国）、シンガポール、スロバキア、スロベニア、

南アフリカ共和国、スペイン、スウェーデン、台湾、トルコ、アラブ首長国連邦、アメリカ、ベトナム

３

【参考】TALIS（Teaching and Learning International Survey）調査の概要
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＜本調査における「フィードバック」＞
「フィードバック」とは、教員の仕事に対する何らかの関与（例：授業観察、指導計画や児童生徒の
成績に関する議論）に基づいて行われ、教員の指導に関するコミュニケーションとして、広く定義する。
非公式な話し合い、あるいは公的で組織的な手法のいずれによっても行われる場合がある。

 所属する学校でフィードバックを受けたことがある教員の割合は、日本を含む参加国全体で高い。
（中学校（日本）94.2％、中学校（参加国平均）92.1％、小学校（日本）95.0％）

調査結果の概要（項目別）

 日本の教員は、「学校運営チームメンバー以外の校内の同僚」からフィードバックを受ける割合が高い。
（中学校（日本）71.3％、中学校（参加国平均）56.9％、小学校（日本）70.2％）

（１）教員へのフィードバックの状況

94.2%
92.1%
95.0%

所属する学校でフィードバック
を受けたことがある

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）

（注１）「学校運営チーム」とは、学校が適切に機能するため、学習指導、資源の活用、カリキュラム、評価に関する意思決定や、その他の
戦略的意思決定を主導・運営することについて責任を有する学校内の集団を指す。チームは、典型的には、校長、副校長・教頭、
主任等（分掌や教科の長）により構成される。日本の法令上の学校運営協議会や学校評議員、学校法人の理事会や評議員会は、
この「学校運営チーム」には当たらない。

（注２）「外部の個人又は機関」とは、例えば、文部科学省の関係者、地方自治体の関係者、教育委員会の関係者、その他の学校教職員
以外の者を指す。

74.7%

71.3%

41.4%

5.8%

79.8%

56.9%

39.5%

7.9%

80.7%

70.2%

41.0%

5.0%

校長又は校長以外の

学校運営チームメンバー

学校運営チームメンバー

以外の校内の同僚

外部の個人又は機関

受けたことがない

教員へのフィードバックの供給源

（注１）

（注２）

所属する学校でフィードバックを受けたことがある教員の割合
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（１）教員へのフィードバックの状況（続き）

88.7%

67.5%

64.8%

57.3%

56.5%

45.2%

83.8%

74.9%

67.3%

55.8%

59.7%

52.9%

92.8%

67.3%

65.7%

53.8%

59.7%

55.0%

授業観察

学校内と学級内での児童生徒の成果

指導している児童生徒の外部テスト

教員の指導に関する児童生徒へのアンケートの結果

教科に関する知識についての評価

自己評価

 小中学校教員へのフィードバックの基となる情報は、日本を含め全体として、「授業観察」が最も多い。
次いで、「学校内と学級内での児童生徒の成果（例：成績、プロジェクトの成果、テストの点数）」 「指導
している児童生徒の外部テスト（例：全国学力調査）の結果」が多い。

教員へのフィードバックの基となる情報（教員の回答に基づく）

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）



72.8%

68.4%

54.5%

41.8%

38.4%

13.0%

61.4%

52.4%

57.4%

37.2%

52.8%

23.5%

79.8%

76.5%

63.0%

63.7%

61.6%

21.6%

担当教科等の指導法

に関する能力

主な担当教科等の

分野に関する知識と理解

児童生徒の学習改善につながる

児童生徒評価の利用

特別な支援を要する

児童生徒への指導方法

学級運営

多文化又は多言語環境

における指導方法

教員へのフィードバックが良い影響を与えた内容

６

 日本の小中学校教員は、過去12ヶ月の間に受けたフィードバックが「担当教科等の指導法に関する
能力」に良い影響を与えたと回答した教員の割合が高く、次いで「主な担当教科等の分野に関する
知識と理解」が高い。 これらについて、日本の中学校教員の割合は参加国平均より高い。

（注）「特別な支援を要する児童生徒」とは、精神的、身体的又は情緒的に困難な条件にあることによって、特別な学習を行う必要性が公式
に認定されている児童生徒を指す。（これらの児童生徒に対しては、多くの場合、その教育支援のために、公的なあるいは民間からの
何らかの追加的な（人的、物的、財政的）資源が提供されている。）

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）

（２）教員へのフィードバックの効果【2018年調査における新規項目】

 所属する学校でフィードバックを受けたことがある中学校教員のうち、過去12か月の間に受けた
フィードバックの中で、指導実践に良い影響を与えたものがあったと回答した教員の割合は、日本を
含む参加国全体で高い。（日本80.1％、参加国平均75.5％）

80.1%

75.5%

所属する学校でフィードバックを受けたことがある教員のうち、

過去12か月の間に受けたフィードバックの中で指導実践に良い影

響を与えたものがあったと回答した教員の割合



58.3%

56.6%

50.0%

47.9%

24.3%

13.9%

11.5%

5.9%

23.2%

40.4%

57.4%

45.1%

40.8%

12.5%

13.5%

23.0%

64.3%

65.1%

65.3%

68.8%

38.6%

17.8%

28.5%

15.4%

学級内でチーム・ティーチングを行う

分掌や担当の会議に出席する

特定の児童生徒の学習の向上について議論する

同僚と教材をやりとりする

他の教員と共同して、児童生徒の学習の進捗状況

を評価する基準を定める

他の教員の授業を見学し、感想を述べる

学級や学年をまたいだ合同学習を行う

専門性を高めるための勉強会に参加する

 所属する学校で行われている教員の協働について、日本の中学校では月に1回以上「学級内で
チーム・ティーチングを行う」割合が58.3％であり、参加国平均（23.2％）と比べて高く、前回調査と
比べて約15ポイント増えている。

 一方で、「専門性を高めるための勉強会に参加する」ことが学校で月1回以上行われていると回答
した日本の中学校教員は5.9％で、参加国平均（23.0％）よりも低く、前回調査（6.1％）と同様に低い。

 日本の小学校では、教員の協働に関する以下の全項目において中学校よりも行われている割合
が高い。

７

表 学校における教員の協働 【前回調査との比較】

学級内でチーム・
ティーチングを行う

分掌や担当の会
議に出席する

特定の児童生徒
の学習の向上につ
いて議論する

同僚と教材をやり
とりする

中学校 日本 ５８．３％* ５６．６％ ５０．０％* ４７．９％*

日本（前回調査） (４３．８％) － (５６．４％) (４３．５％)

※ＯＥＣＤは、「*」について、今回2018年調査の日本の結果は前回2013年調査と比べて 統計的有意差があると示している。

他の教員と共同して、
児童生徒の学習の
進捗状況を評価する
基準を定める

他の教員の授業
を見学し、感想
を述べる

学級や学年をまた
いだ合同学習を行
う(例：プロジェクト)

専門性を高めるた
めの勉強会に参加
する

中学校 日本 ２４．３％* １３．９％* １１．５％ ５．９％

日本（前回調査） (２１．６％) (１１．０％) (１１．７％) (６．１％)

学校における教員の協働（以下の項目が月に１回以上学校で行われていると回答した教員の割合）

（３）学校における教員の協働

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）



83.2%

77.2%

75.4%

74.2%

70.2%

66.5%

62.1%

61.5%

82.1%

77.7%

74.8%

78.7%

77.7%

77.7%

82.6%

70.7%

90.0%

85.7%

83.5%

81.4%

77.8%

75.0%

72.4%

61.5%

お互いに助け合う協力的な学校文化がある

この学校は、教職員が学校の意思決定に積

極的に参加する機会を提供している

教職員が、校内で一貫して児童生徒の行動

に関する規則を守らせている

教職員が、指導や学習についての信念を共

有している

学校の課題について、責任を共有する文化

がある

この学校は、保護者が学校の意思決定に積

極的に参加する機会を提供している

教職員が、率先して新たな試みを行うよう

促している

この学校は、児童生徒が学校の意思決定に

積極的に参加する機会を提供している

 日本を含め全体として、所属する学校について「お互いに助け合う協力的な学校文化がある」ことが
非常に良く当てはまる又は当てはまると回答した割合が高い。(中学校(日本)83.2％、中学校（参加国
平均）82.1％、小学校(日本)90.0％）

 「この学校は、児童生徒が学校の意思決定に積極的に参加する機会を提供している」ことが非常に
良く当てはまる又は当てはまると回答した日本の中学校教員の割合は61.5％で、前回調査と比べて
約12ポイント増えている。

８
※ＯＥＣＤは、「*」について、今回2018年調査の日本の結果は前回2013年調査と比べて 統計的有意差があると示している。

（４）学校の雰囲気

学校の雰囲気（教員の回答に基づく）

お互いに助け合う
協力的な学校文
化がある

この学校は、教職
員が学校の意思
決定に積極的に
参加する機会を
提供している

教職員が、校内で
一貫して児童生
徒の行動に関す
る規則を守らせて
いる

教職員が、指導や
学習についての
信念を共有してい
る

中学校 日本 ８３．２％ ７７．２％ ７５．４％ ７４．２％

日本（前回調査） (８１．６％) (７５．６％) － －

学校の課題につ
いて、責任を共有
する文化がある

この学校は、保護
者が学校の意思
決定に積極的に
参加する機会を
提供している

教職員が、率先し
て新たな試みを行
うよう促している

この学校は、児童
生徒が学校の意
思決定に積極的
に参加する機会
を提供している

中学校 日本 ７０．２％ ６６．５％* ６２．１％ ６１．５％*

日本（前回調査） (６７．３％) (６２．1％) － (４９．５％)

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）表 学校の雰囲気 【前回調査との比較】



９

 日本のほとんどの教員が少なくとも年に1回校長から公的な評価を受けている。（中学校（日本）
88.9％、中学校（参加国平均）70.6％、小学校（日本）97.3％）

 少なくとも年に1回外部の個人又は機関から公的な評価を受けた日本の中学校教員の割合は55.6％
で、参加国平均（29.3％）より高い。

＜本調査における「教員への公的な評価」＞
教員の仕事を校長、外部の個人又は同僚教員が審査することを「評価」と定義する。ここでは、公式な
手法（例：所定の手続や基準に基づく正規の業績管理システムの一部として行われる場合）によるもの
（公的な評価）を対象とする。

88.9%

58.5%

55.6%

43.3%

40.3%

70.6%

60.4%

29.3%

36.8%

40.4%

97.3%

60.5%

57.6%

43.6%

42.2%

校長

校長以外の学校運営チームメンバー

外部の個人又は機関

学校運営チームメンバー以外の教員

校内指導者

（５）教員への公的な評価

教員への公的な評価の供給源（以下の個人又は組織から少なくとも年に１回評価を受けた教員の割合）

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）

 教員への公的な評価の一環として、参考にされている情報は、日本を含む参加国全体で、「授業
観察」（中学校（日本）99.3％、中学校（参加国平均）96.9％、小学校（日本）100.0％）をはじめとして、
「指導している児童生徒の外部テスト（例：全国学力調査）の結果」
「学校内と学級内での児童生徒の成果（例：成績、プロジェクトの成果、テストの点数）」
「教員の指導に関する児童生徒へのアンケートの結果」が多い。

教員への公的な評価の一環として参考にされている情報（校長の回答に基づく）

99.3%

92.9%

89.9%

84.6%

96.9%

93.1%

95.1%

83.2%

100.0%

93.8%

94.2%

81.9%

授業観察

指導している児童生徒の外部テスト

学校内と学級内での児童生徒の成果

教員の指導に関する児童生徒へのア

ンケートの結果



１０

98.8%

24.9%

23.8%

98.1%

44.7%

58.1%

97.8%

22.0%

20.5%

授業での指導の欠点を改善する方策につ

いて教員と話し合いを持つ

給与や賞与の額を増やす

教員の昇進の見込みを変える

（５）教員への公的な評価（続き）

教員への公的な評価の結果の活用（校長の回答に基づく）

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）

 教員への公的な評価の結果の活用方法については、日本を含む参加国全体で、「授業での指導の
欠点を改善する方策について教員と話し合いを持つ」（中学校（日本）98.8％、中学校（参加国平均）
98.1％、小学校（日本）97.8％）割合が高い。一方、「給与や賞与の額を増やす」ことや「教員の昇進の
見込みを変える」ことなどへ活用される割合は参加国全体で低い中、日本では特に低い。



52.5%

43.5%

37.7%

34.7%

33.4%

25.3%

24.1%

23.2%

22.4%

18.6%

9.3%

46.1%

32.0%

45.4%

39.5%

38.1%

40.4%

32.9%

27.9%

29.4%

23.6%

13.7%

61.9%

47.6%

45.1%

42.8%

37.9%

31.4%

33.0%

33.9%

29.6%

18.2%

8.9%

事務的な業務が多すぎること

保護者の懸念に対処すること

児童生徒の学力に対して

責任を負っていること

国、地方自治体からの要求

の変化に対応すること

学級の規律を保つこと

採点業務が多すぎること

多大な授業準備があること

特別な支援を要する児童生徒

のために授業を適応させること

授業の数が多すぎること

教員の欠勤による追加的な

業務があること

児童生徒に脅されたり児童生徒

から暴言を受けたりすること

教員のストレス

 日本の小中学校教員が業務に関して非常に良く又はかなりストレスに感じることとして「事務的な
業務が多すぎること（例：書類への記入）」が最も多く、中学校教員は参加国平均を約6ポイント
上回る52.5％、小学校教員は61.9％となっている。次いで「保護者の懸念に対処すること」が多く、
中学校教員は参加国平均を約12ポイント上回る43.5％、小学校教員は47.6％となっている。

 日本の中学校教員において、 「採点業務が多すぎること」 「多大な授業準備があること」等を非常に
良く又はかなりストレスに感じる割合は参加国平均と比べて低い。

１１

（６）教員のストレス【2018年調査における新規項目】

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）



 日本の小中学校校長が業務に関して非常に良く又はかなりストレスに感じることとして「児童生徒
の学力に対して責任を負っていること」が最も多く、中学校校長は参加国平均（50.1％）を約12
ポイント上回る61.7％、小学校校長は58.7％となっている。

 「特別な支援を要する児童生徒の環境を整えること」を非常に良く又はかなりストレスに感じる日本
の中学校校長は45.2％、小学校校長は51.2％であり、中学校校長は参加国平均（26.8％）を約
18ポイント上回っている。

 日本及び参加国平均ともに、中学校、小学校ともに、教員に比べて校長の方が、「児童生徒の学
力に対して責任を負っていること」「国、地方自治体からの要求の変化に対応すること」に関して
非常に良く又はかなりストレスに感じる割合が高い。

１２

（７）校長のストレス【2018年調査における新規項目】

61.7%

54.6%

51.4%

49.0%

48.4%

45.2%

41.8%

12.2%

5.4%

50.1%

43.0%

65.5%

44.0%

53.3%

26.8%

29.8%

35.1%

7.6%

58.7%

46.3%

50.9%

42.5%

45.1%

51.2%

42.2%

14.8%

5.4%

児童生徒の学力に対して

責任を負っていること

保護者の懸念に対処すること

事務的な業務が多すぎること

学校の規律を保つこと

国、地方自治体からの要求

の変化に対応すること

特別な支援を要する児童生徒の

環境を整えること

教員の評価やフィードバック

などの業務が多すぎること

教職員の欠勤による追加的な

業務があること

児童生徒に脅されたり児童生徒

から暴言を受けたりすること

校長のストレス

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）



 日本の中学校において「保護者は、学校の活動に参加している」ことが非常に良く又はかなり当て
はまると回答した校長の割合は59.7％で、参加国平均（47.3％）を約12ポイント上回っている。一方、
「保護者は、児童生徒が良い成績を修めるよう支援している」「学校は地域のコミュニティと協力して
いる」については、日本の中学校は参加国平均より低い。

 日本の小学校については、以上のいずれの項目も中学校より高い。

１３

 日本の中学校においては終身雇用の教員の割合が減少し、有期雇用の教員の割合が24.7％に
増加した。特に「1年以下の有期雇用契約」の中学校教員の割合は18.2％であり、前回調査の13.6％
より有意に増加した。

75.3%

6.5%

18.2%

79.9%

9.0%

11.2%

77.5%

5.6%

16.9%

終身雇用

1年を超える有期雇用契約

1年以下の有期雇用契約

（８）保護者や地域のコミュニティとの関わり【2018年調査における新規項目】

保護者や地域のコミュニティとの関わり（校長の回答に基づく）

（９）教員の雇用形態

参加国平均（中学校）

日本（中学校）

日本（小学校）

教員の雇用形態（教員の回答に基づく）

終身雇用 1年を超える有期雇用契約 1年以下の有期雇用契約

中学校 日本 ７５．３％* ６．５％ １８．２％*

日本（前回調査） （８０．１％） （６．３％） （１３．６％）

※ＯＥＣＤは、「*」について、今回2018年調査の日本の結果は前回2013年調査と比べて 統計的有意差があると示している。

59.7%

55.8%

63.7%

47.3%

61.7%

72.8%

80.7%

57.3%

80.5%

保護者は、学校の活動に参加している

保護者は、児童生徒が良い成績を

修めるよう支援している

学校は地域のコミュニティと協力している



TALIS 2018 ・OECD加盟国等48か国・地域が参加（初等教育は15か国・地域が参加）

・日本では2018年2月～3月に小学校約200校及び中学校約200校の校長、
教員に対して質問紙調査を実施

我が国の教員の現状と課題 – TALIS 2018結果より –

73.0%

24.5%

85.2% (80.6%)

12.4% (13.3%)

86.8%

16.5%教室内はとても
騒々しい

児童生徒は良好な
学習の雰囲気を創
り出そうとしている

学級において規律が整っており、良好な学習の雰囲気がある。
 日本の小中学校教員の回答は、学級における規律や学習の雰囲気についてよい結果を示しており、中学校教員におい
て、前回2013年調査と比べて一層よい結果となっている。

主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善やICT活用の取組等が十分でない。

 主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善や探究的な学習に関わる指導実践について、頻繁に行う日本の
中学校教員の割合は前回2013年調査と比べて増えているが依然として低い。

 生徒にICTを活用させることについて、頻繁に行う日本の中学校教員の割合は前回2013年調査と比べて増えているが依然
として低い。

 児童生徒の自己肯定感や学習意欲を高めることに対して高い自己効力感を持つ日本の小中学校教員の割合は低い。

27.1%

26.1%

8.1% (9.3%)

11.4% (14.7%)

10.9%

16.4%授業を始める際、児
童生徒が静かにな
るまでかなり待つ

児童生徒が授業を
妨害する

日本（小学校）

参加国平均（中学校）

日本（中学校）
（括弧内は前回2013年調査）

教員の仕事時間は参加国中で最も長く、人材不足感も大きい。

 日本の小中学校教員の１週間当たりの仕事時間は最長。
 前回2013年調査と同様に、中学校の課外活動（スポーツ・文化活動）の指導時間が特に長い。一方、日本の小中学校教員
が職能開発活動に使った時間は、参加国中で最短。

 質の高い指導を行う上で、支援職員の不足や、特別な支援を要する児童生徒への指導能力を持つ教員の不足を指摘する
日本の小中学校校長が多い。一方、教材の不足については指摘が少ない。

54.4h

23.0h

0.6h

5.2h

8.6h

0.7h

56.0h 
(53.9h)

18.0h (17.7h)

7.5h (7.7h)

5.6h (5.5h)

8.5h (8.7h)

0.6h 

38.3h

20.3h

1.9h

2.7h

6.8h

2.0h

仕事時間
の合計

授業時間

課外活動

事務業務

授業計画
準備

職能開発

＜教員の１週間あたりの仕事時間＞ ＜学校における教育資源の不足感（校長）＞

55.8%

40.3%

38.3%

4.2%

46.3%

43.6%

49.1%

3.0%

30.8%

31.2%

23.6%

15.6%

支援職員

特別な支援を要す
る児童生徒への指
導能力を持つ教員

児童生徒と過ごす
時間

教材・教科書

参加国中で
最長

＜各指導実践を頻繁に行っている教員の割合＞

56.1%

55.6%

15.2%

24.4%

44.4% (32.5%)

53.9% (50.9%)

16.1% 

17.9% (9.9%)

52.7%

76.7%

37.5%

51.3%

児童生徒を少人数
のグループに分け、
問題解決をさせる

知識が役立つことを
示すため、日常生
活や仕事での問題
を引き合いに出す

明らかな解決法が
存在しない課題を
提示する

児童生徒に課題や
学級での活動に
ICTを活用させる

＜高い自己効力感を持つ教員の割合＞
41.4%

41.2%

22.8%

38.5%

34.7%

33.9%

30.6%

24.5%

35.0%

24.1%

82.8%

72.0%

82.2%

66.7%

86.3%

児童生徒が学習の
価値を見出せるよう
手助けする

勉強にあまり関心を
示さない児童生徒に
動機付けをする

児童生徒の批判的
思考を促す

デジタル技術の利用
によって児童生徒の
学習を支援する

児童生徒に勉強が
できると自信を持た
せる

＜学級の規律と学習の雰囲気＞
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